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当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は，下記のとおりです。 
 

記 
 
１．基本的な姿勢 
当社においては、情報開示に係るコンプライアンスの観点及び企業の社会的責任を果た

すうえで、迅速、正確かつ公平に会社情報を開示することが不可欠であると認識してお

ります。この認識のもと、開示書類の適時かつ適正な作成のために構築すべき統制や、

この統制の有効性を評価する手続、開示書類の適正性を確認する手続等、情報開示の統

制及び手続に関する社内規程を制定しています。 
 
２．社内の統制 
（１）情報開示委員会 

取締役会の決議により、情報開示委員会を設置しています。情報開示委員会は、企画

部門・経理部門その他情報開示に関連する各部門を担当する役員及び部長並びに社外

取締役により構成し、情報開示に関する審議や開示情報の適正性の検証等を行ってい

ます。 
 
（２）情報開示に関する統制及び手続 

上記１．の社内規程に基づいて、以下の各部門がそれぞれの役割を果たすとともに、

部門内の統制の有効性や手続の適切性について定期的に検証しています。 
① 当社各部及び子会社は、取締役会・グループ経営会議への付議事項、担当役員への

報告事項等につき、証券取引所が定める適時開示項目に該当するか否かを判断しま

す。 
② 上記①において、適時開示項目に該当すると判断した場合は、当社各部及び子会社

は、その内容を文書法務部長に報告します。 



③ 文書法務部長は、上記②の報告を受けたときは、適時開示の要否の最終判断を行い、

適時開示項目に該当する場合は、所定の手続により、情報開示を行います。 
④ 情報開示委員会は、適時開示を行う内容について報告を受け、その適正性を検証し

ます。なお、必要に応じ、情報開示委員会において、事前に協議を行います。 
（３）情報開示に関する統制の監査 

監査部は、定期的に、業務遂行状況、内部管理体制及び経営管理体制に関する内部監

査を実施し、監査結果を取締役会に報告します。 
 
 
 【情報開示に関する社内体制図】 
 
 
 
 
 
 
 

        

以上 
 
 
 
 

以 上 
 

監査部 

情報開示委員会

文書法務部長 

当社各部 子会社 

［情報開示］ 


	適時開示に係る宣誓書（署名あり）.PDF.pdf
	適時開示体制概要書

